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高知県公営企業局障害者活躍推進計画

令和２年３月

高知県公営企業局
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Ⅰ 機関名

高知県公営企業局

Ⅱ 任命権者

高知県公営企業局長

Ⅲ 計画期間

令和２年４月１日～令和７年３月 31 日（５年間）

○計画期間内においても、毎年度の実施状況の点検、点検結果を踏

まえた必要な対策の実施等を行います。

Ⅳ 障害者雇用に関する課題

○公営企業局においては、平成 30 年に過去に行った障害者任免状

況通報の内容について再点検を行ったところ、障害者の範囲に誤

りが見られ、法定雇用率が未達成であったことが発覚しました。

○このため、令和元年を計画期間とする障害者採用計画を作成す

るとともに、積極的な採用活動を行った結果、令和元年７月には

法定雇用率を達成することができました。

○公営企業局では、法定雇用率の達成に留まらず、今後とも、引き

続き障害者雇用を推進していくこととしています。

○また障害者雇用を推進するにあたっては、採用された障害のある
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職員が、その能力を発揮し、成長できるよう、本人の希望も踏ま

えながら障害の特性に応じた合理的配慮を行うなどのサポート

を行うとともに、職場環境の改善に取り組むことが必要です。

○そのためには、スライドドアやスロープの設置などの施設等のバ

リアフリーの推進や、障害の有無にかかわらず、様々な心身の特

性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めるようコミュ

ニケーションを取り、支え合う心のバリアフリーの実現などが重

要となります。

○今回、障害者雇用促進法に基づき、障害のある職員がその能力を

活かして活躍することができるよう障害者活躍推進計画を策定

し、その下で、障害のある方がその能力を活かして働くことので

きる共生社会の実現に向けて取り組んでまいります。

Ⅴ 目標

(1) 採用に関する目標

（目標）各年６月１日時点の実雇用率において法定雇用率を上回る

（評価方法）毎年の任免状況通報により把握・進捗管理。
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【参考：現在の実雇用率】

【法定雇用率：２．５％】

※令和３年４月１日までに法定雇用率が 0.1％引上げられる

予定（2.5％→2.6％）

(2)定着に関する目標

（目標）職場での合理的配慮が十分でないことによる離職者を生じ

させない。

（評価方法）毎年の任免状況通報のタイミングで、人事記録等を元

に、前年度採用者の定着状況を把握・進捗管理。

(3)満足度に関する目標

（目標）障害のある職員の職場環境への満足度

障害のある職員の仕事へのやりがい

※計画初年度は目標を設定せず、満足度等の実態に関する

データを収集する。

（評価方法）毎年度、障害のある職員（新規採用を除く）に対し、ア

ンケート調査を実施し、把握・進捗管理。

実雇用率 障害者数(実人数)

R1.6.1 時点 ２．１９％ ８人

H30.6.1 時点 １．０３％ ３人
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Ⅵ 取組内容

１ 障害者の活躍を推進する体制整備

(1)組織面

○障害者雇用推進者として次長（総括）を選任します。（令和元年９

月６日に選任済）。

○計画に基づく取組の実施状況を把握、点検するために、令和２年

度の早期に障害者雇用推進者（次長（総括））を中心に、関係課の

責任者等を構成員とする「障害者雇用推進チーム」を設置し、年

１回以上開催します。

○併せて、定期的に実施状況をフォローアップするための仕組みを

整備します。

○令和２年度の早期に、組織内の人的サポート体制（障害者雇用推

進者、障害者雇用推進チーム、障害者職業生活相談員、人事担当

者等）の役割分担を整理します。

○障害のある職員が相談しやすい体制となるよう、各種相談先を整

理します。

○役割分担及び相談先については、人事異動等により変更が生じる

ため、定期的に更新を行います。

(2)人材面

○障害者職業生活相談員に選任された者全員について、令和２年度
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以降高知労働局が開催する障害者職業生活相談員資格認定講習

を受講させるとともに、所属長をはじめとする職員管理を行う職

員については、積極的な受講を促します。

○新採職員から所属長までの各階層別研修の中で、障害のある方に

対する職員の心がけや配慮をすべきことを理解してもらうため

の研修を実施します。

○所属長をはじめとする職員を対象に、障害の特性に応じた指導

や接し方などの実践的な研修（高知労働局が開催する「精神・発

達障害者しごとサポーター養成講座」を含む）を年に１回以上開

催し、特に障害のある職員が配属されている所属については、必

ず所属長又は補佐・次長が参加するよう促します。

○研修内容については、外部機関の専門家の協力を得るなど、より

実践的で効果的なものとなるよう検討します。

２ 障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出

○新規採用の正職員については、採用前に個別面談を行い、障害の

状況、特性などを聞き取り、職場における合理的配慮の状況等を

踏まえ、配属先を決定していきます。

○配属後も、定期的な面談等を通じて、障害のある職員の状況を把

握していきます。

○障害のある方の活躍が見込まれる業務やその量について調査等



7

により把握し、新たな非常勤の職（会計年度任用職員）の設置や

対象業務の拡充等の検討を行います。

○障害のある方を対象とした会計年度任用職員の職については、職

員の能力や希望、職務の遂行状況を踏まえながら、より高度な業

務に従事するステップアップの仕組みを運用します。

３ 障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理

(1)職務環境

○基礎的環境整備として、「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」

や障害のある方の要望を踏まえ、休憩室の設置など障害の特性に

応じ、利用しやすい環境に配慮した環境整備を検討します。

○「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」や障害のある職員から

の要望を踏まえ、既存の敷地や構造物の制限の範囲内で可能な限

り通勤への配慮等の措置を行います。

○障害のある職員からの要望を踏まえ、点字ディスプレイ、電話用

音声拡張器などの就労支援機器の購入を行います。

○障害のある職員のヒアリングや要望を踏まえ、業務への従事に当

たって、作業手順の簡素化などの見直しを検討するとともに、作

業マニュアルのカスタマイズやチェックリストの作成などを検

討します。また、勤務状況に応じた個別支援を検討します。

○なお、措置を講じるに当たっては、障害のある職員からの要望を
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踏まえつつも、過重な負担にならない範囲で適切に実施します。

(2)募集・採用

○障害者雇用促進法の趣旨に基づき、障害者の雇用の促進を図るた

め、障害のある方を対象とした採用試験を実施することによって、

積極的かつ計画的な採用に引き続き取り組みます。

○「軽易な事務・業務補助」に従事する会計年度任用職員の設置を

進めるとともに、対象業務の拡充を行うなど、障害の種別に関わ

らず積極的な採用に努めます。

○募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行いません。

・特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。

・自力で通勤できることといった条件を設定する。

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受け

られること」といった条件を設定する。

・特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。

○採用試験の実施に当たっては、点字問題、拡大活字問題又は電子

ファイルの試験問題による受験、車いす等補装具の使用又は駐車

場の利用など、受験者からの申出に基づき、障害の状況等に応じ

た受験上の配慮の提供を、試験の公平性に留意しつつ行います。

【受験上の配慮の例】
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（試験により対応できないものもあります。）

・補装具（ルーペ、電気スタンド、補聴器等）の使用

・文字を書くことに困難がある場合に、論文試験の解答にパソ

コンを使用

・聴覚障害のため、試験官の発言事項の書面による伝達

・面接時に就労支援機関の職員等の同席

・治療等のため、試験時間中に服薬

・介助等のため、付添人の同伴（ただし、付添人は特別な事情

がある場合を除き１人とし、解答時間中は待合スペースで待

機）

(3)働き方

○障害のある職員が、自らの希望や障害の特性等に応じて、無理な

く安定的に就労できるよう、整備した休憩時間の弾力的な設定や

早出遅出勤務制度を周知するとともに、利用を促進します。

○年次有給休暇や、病気休暇等の各種休暇制度を周知し、取得を促

進します。

(4)キャリア形成

○正職員においては、目標設定制度を活用し、面談等を通じて、職

員の能力や適性及び強み、弱みを共有することにより、能力開発
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や人材育成につなげていきます。

○正職員のキャリア形成に向けた職員研修においては、集合研修に

加え、本人の希望等も踏まえつつ eラーニング等を活用した自己

啓発支援の検討も行います。また、研修の実施にあたり、障害特

性に応じて手話通訳士の手配などの配慮を行います。

○会計年度任用職員に対し、障害のある方を対象とした正職員の

採用募集情報を適宜提供し、意欲・能力に応じたキャリア形成を

支援します。

○【再掲】障害のある方を対象とした会計年度任用職員の職につい

ては、職員の能力や希望、職務の遂行状況を踏まえながら、より

高度な業務に従事するステップアップの仕組みを運用します。

○任期満了後も引き続き公営企業局での勤務を希望する会計年度

任用職員については、会計年度任用職員の募集情報を適宜提供し

ます。

(5)その他の人事管理

○目標設定面談や人事面談、その他必要に応じて随時所属長等に

よる面談を実施し、職員の状況把握・体調配慮を行います。

○在職中に疾病・事故等により障害者となった中途障害者について

は、障害特性に配慮した配属所属の検討、職場環境の整備等や通

院への配慮、働き方、キャリア形成等の取組を行います。
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○障害のある方からの要望を踏まえ、障害特性に応じた合理的配慮

のために必要な措置が可能となるよう財政措置を行います。

○本人が希望する場合には、「精神障害者等の就労パスポート」の

活用等により、就労支援機関等と障害特性等についての情報を共

有し、適切な支援や配慮を講じることとします。

４ その他

○国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関

する法律に基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者

の活躍の場の拡大を推進します。

○民間事業主における障害者の活躍を促進するため、公共調達等に

おける取組を検討していきます。


